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（１） 問題用紙は、この表紙を含めて１４ページあります。
（２） 問題は、全部で３問（問題１から問題３まで）あります。３問すべ

てに答えなさい。
（３） 解答用紙の指定の欄に、受験番号、氏名を記入しなさい。
（４） この問題用紙及び下書き用紙は持ち帰って結構です。

問 題 用 紙

小 論 文
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※末尾に問題訂正の内容を添付しています。
　（当日配付または板書により周知したもの。）




（入試問題は、４ページからです。）
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（入試問題は、４ページからです。）
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問題１ 資料１を読んで、以下の（１）から（３）の問いに答えなさい。

（１） 下線部の㋐㋑㋒の漢字の読みをひらがなで書き、㋓㋔のカタカナを漢字で書きなさい。
（２） 以下のアからオの記述について、資料１から読み取れる内容として、適切なものには

○を、適切でないものには×を書きなさい。
ア 食料問題と食品ロスが関係しているのは、特に論理の飛躍もなく、容易に理解す

ることができる。
イ 食べ残しは消費者の意識で全て改善可能である。
ウ 調理時の過剰除去については、家庭内よりも事業者側に課題が多く残っている。
エ 日本の食品ロスの背景には、過剰な便利さ、嗜好性、安全基準が存在する可能性
がある。

オ 食品ロスの観点からも、食品の安全基準は高いほど良い。
（３） フードセーフティの背景にはどのような食品ロスが関連していると筆者は述べている

か、具体的な食品ロスの形態を挙げながら、５０字以内で答えなさい。

―４―



問題２ 資料２を読んで、以下の（１）から（３）の問いに答えなさい。

（１） 下線部①について、食品ロスの発生量の推移と目標値を表した図として正しいものを
以下のアからカの中から１つ選び、記号で答えなさい。
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（２） 下線部②を日本語に訳しなさい。
（３） 下線部③となった理由について、資料２から読み取れる内容として、適切なものには

○を、適切でないものには×を書きなさい。
ア 食品需給予測の正確さの向上
イ 飲食店・小売店の営業時間短縮
ウ 食べられる部分の過剰な除去の減少
エ 円安を反映した原材料価格の下落による余剰食品の減産
オ 未開封のまま廃棄された食品の減少
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問題３ 資料３を読んで、以下の（１）、（２）の問いに答えなさい。

（１） 以下のアからオの記述について、資料３から読み取れる内容として、適切なものには
○を、適切でないものには×を書きなさい。
ア 食品ロス問題を「あまり知らない」「全く知らない」を合わせた割合は、全ての

年代を比較して、７０代以上、６０代、５０代の順に低い。
イ 食品ロス問題を「よく知っている」「ある程度知っている」を合わせた割合が全

体平均よりも高いのは、１０代、６０代、７０代以上である。
ウ 年代ごとに見ると、寄附による事故の責任の免除が効果的だと回答した割合が最

も高いのは、６０代である。
エ 年代ごとに見ると、寄附先による温度管理や衛生管理などの食中毒防止の取組が

効果的だと回答した割合が、全ての年代で最も高い。
オ 寄附の取組として具体的に挙げられているもののうち、寄附した後の情報の開示
は、効果的と答えた回答者の割合が最も低い。

（２） 資料３からわかる、食品ロス問題の認知度と、寄附の意識の世代間の違いを挙げ、そ
の背景についてあなたの考えを１００字以内で述べなさい。

問題４ 今後の食品ロスに対してどのように取り組むべきか。事業者側と消費者側それぞれの
立場から、資料１から資料３までを参考にしながら、あなたの考えを２００字以内で論
理的に述べなさい。

―６―



資料１

以下は小林富雄『食品ロスの経済学』の、書籍の全体像が説明されている第１章「本書の課
題と分析の枠組み」の抜粋である。

世界の食糧事情は、戦後、
㋐
飢餓と飽食の併存という不均衡に苛まれてきた。この点は、これ

までも多くの研究や刊行物で取り上げられてきたテーマであり、この不均衡は「食料問題」と
位置づけられ国連や各国ODA等による様々な手段を通じてその解決への

㋑
模索が続いている。

そして、この食料問題は、図1‒1のように食の量的確保であるフード・セキュリティ（Food
Security）と、その質的確保であるフード・セーフティ（Food Safety）から成っている。

図1‒1 食料問題の体系

出典：生源寺眞一「フードシステム論と現代日本の食料・食品問題」
東京大学社会科学研究所第５回セミナーレジュメ、２０１１
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本書のテーマである食品ロスは、これまで食料問題として取り上げられることはほとんどな
かったが、近年になり「世界に栄養不足人口が１０億人存在するなかで、食べられる食品を廃棄
することは許されない」という主旨の文言を目にすることが多くなってきた。但し、「食品ロ
ス」が食料問題と関連しているというには論理的に若干の

㋒
飛躍があり、その定義を整理しなが

ら論ずる必要がある。

（中略）

わが国の食品ロス統計における定義によれば、食品ロスとは食品の可食部を指すものであり、
①流通段階での減耗・期限切れ、②直接廃棄（調理前食材のロス、調理済み食品のロス）、

―７―
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　著作権保護の観点から、問題文は掲載していません。




③食べ残し、④過剰除去（調理くずのうちの可食部）が含まれる（図1‒2）。いずれも、可食部
と不可食部が完全に分離されて発生する訳ではないため、実際の調査では、サンプルを分別計
量して両者の比率を算出し、可食部の総量を推定するか、または最初から考慮しないこともあ
る１。

食用以外（飼料用等）
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③食べ残し
④過剰除去（調理くずのうち可食部）

国内消費仕向量

粗食料

図1‒2 農林水産業が食品ロス統計で定義している食品ロスの範囲（概念図）

出典：農林水産省「食品ロス統計」に筆者加筆

食品ロスのうち、①流通減耗と、②の直接廃棄される食材ロスと調理品ロスの一部は、食品
の保存期間と密接な関係がある。わが国では、賞味期限切れ間近の商品は、３分の１ルール＊

といわれる商慣習によって、その多くが出荷できなかったり、売れ残ったりして廃棄されるか、
小売店から卸売業者に返品された後に廃棄される。一般に消費期限や賞味期限の残存期間が短
い商品は、使用期間が少なく商品価値が低くなると考えられるため流通しないのである。また、
①、②のなかには、調理ミスやパッケージの印字ミス、供給者側の需要予測ミス、そして、災
害用備蓄食料の放出品２などもあるが、これらはまだ食べられるにもかかわらず、流通せずに
廃棄される。さらに、見栄えや選択肢が多いという品揃え自体に顧客の消費行動が左右される
場合は、過剰な陳列や過剰な出店による食品ロスが発生することもある（第３章、第５章）。
外食等で発生する③の食べ残しは、消費者の過剰オーダーが原因となることも多いが、盛り

つけ量を調節できないメニュー設定が問題となることもある。また、韓国ではパンチャンとい
うキムチなどのおかず類を必ず「食べ残しが発生するように」大量に盛りつけるおもてなしの
風習があり、行政がおかず数を制限する動きもある３（第９章）。一方、第８章で検討するよう
に、国内の外食店では、食中毒への配慮から食べ残しを持ち帰ることを禁止する例が散見され
る。
④の調理時の過剰除去については、第７章で分析する外食産業の店舗やCK＊、食品製造業
ではかなり発生

㋓
ヨクセイが進んでいるものの、家庭系での過剰除去を減らす調理法の啓蒙が進

められている程度で、調理くずの削減やリサイクルは課題が多い（第１０章、第１１章）。

―８―
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①の流通段階で発生する青果物のキズや加工食品の箱潰れ等による食品ロスである「減耗量」
は、当初の農林水産省の食品ロス統計ではその

㋔
ジッタイはあまり把握されていなかった。しか

し、一部のメーカーや流通業者が出荷不能商品を、社会福祉に役立てる「フードバンク」へ寄
贈する動きが国内外で普及し各種調査が進められたことで、生産者から小売店に至るサプライ
チェーン内で発生する食品ロスの

㋔
ジッタイが明らかになってきた（第１３章、第１５章）。

以上のように、多様な発生メカニズムをもつ食品ロスであるが、これは図1‒1の食料問題と
密接な関わりがある。例えば、賞味期限の問題と関連する②直接廃棄の一部と、食中毒への配
慮から持ち帰りが制限される③食べ残しは、食料問題における「フードセーフティ（食品の質）」
確保のために発生する食品ロスである。また、災害用の備蓄食料品は、「食料安全保障（不測
の事態への備え）」の確保のために用意されるものであり、災害が発生しなければ賞味期限の
直前に食品ロスとなる４。第１４章で検討するフードバンクによる被災地支援活動は、災害用食
品の二面性をうまくコーディネートしている。

（中略）

第１２章で改めて検討するが、この食料問題と食品ロス問題の体系は互いに入り組んでおり、
二律背反の事象が多い。このことを、誤解を恐れずに表現するならば、「食料問題を解決する
手段として食品ロスはやむを得ない」ということになる。しかし、先進国が飽食を実現する背
後には、過剰な便利さや嗜好性が存在することも確かであり、先進国が過剰な「フードセーフ
ティ」を求めた結果として「飽食」が引き起こされているという側面も認識する必要がある。
食料供給が十分ある国でフードセーフティを徹底する場合には、食品の安全基準を引き上げ、

それに満たないものを廃棄すればよいかもしれないが、その水準が「最適（Optimal）」では
なく「過剰（Surplus）」である場合は、是正しなければならない。一方、途上国のように食料
供給が不十分な状況下では、安全性に問題のある食品が闇市で流通しフードセーフティが侵さ
れてしまうケースもある。つまり、組織または個人によって食料問題における「Optimal」か
「Surplus」かの価値観が異なり、政治的判断が必要になる場合もあり得るのである。しかし、
市場原理により解消されるはずの「Surplus」ではなく「Oversupply」の問題については新し
い経済学の分析フレームワークが必要である。Oversupply とは、第４章、第５章で示すよう
に、捨てられると分かっていながら「意図的に過剰供給される食品」と本書では定義している
が、この削減についての社会的コンセンサスは比較的得やすい。

―９―

o-nanami
テキストボックス
　




（書籍内注）
１ 次章で取り上げる海外の調査データでは、この両者の定義が曖昧であることも多い。本書で
は、特に断りがない限りは、基本的に可食部を指す場合に「食品ロス（Food Loss）」、不可
食部を含む場合に「食品廃棄物（Food Waste）」という表現を用いることとする。なお、わ
が国の食品リサイクル法では後者を「食品循環資源」と定義している。

２ 小・中学校の備蓄食料は給食に活用されたり、自治体や企業のものは後述するフードバンク
活動に利用されたりすることがある。近年では後述する「ローリングストック法」も普及し
つつある。

３ 近年では、パンチャンの食べ残しを再利用することが問題となり、「Once Food」という使
い回しをしない認証マークも登場している。第２章参照。

４ この点でも賞味期限の延長や、「ローリングストック法」という日常的に備蓄食料を消費し
ながら安全在庫分を下回らないように補充を繰り返す方式が普及しつつある。

（出典） 小林富雄『増補 改訂新版 食品ロスの経済学』農林統計出版（２０２０年）、１～５頁
〈一部抜粋〉

（試験問題追加注）
＊ ３分の１ルールとは、食品業界の商習慣で、製造日から賞味期限までの期間を３等分して納
品期限や販売期限を設定するというもの。［補説］例えば、賞味期限が６か月の場合、製造
者・卸売業者は製造日から２か月目までに小売店に納品し、小売店は製造日から４か月目ま
でに消費者に販売する。期限を過ぎた商品は返品・廃棄されるため、食べられるものまで捨
ててしまう食品ロスの原因の一つとなっている。

＊ CKとはセントラルキッチンの略。中央集中調理場。料理店チェーンや集団給食などのため
に、１か所で集中的に調理する方式。また、その設備。

（出典）『デジタル大辞泉』小学館、https://daijisen.jp/digital/〈一部抜粋〉
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資料２

①
The estimated amount of food wasted in Japan in fiscal 2022＊, which ended in March 2023,

fell 9.8% from the preceding＊ year to 4.72 million metric tons＊, the lowest level since records

began in fiscal 2012, government data showed Friday. The amount of loss generated by food-

related businesses and food loss at households each stood at 2.36 million metric tons, both

record lows＊, according to the data released by the Consumer Affairs Agency＊, the

Environment Ministry＊ and the Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries＊.

Meanwhile, related economic loss＊ reached ¥4 trillion＊ ($25 billion) in the year that ended

in March 2023.

The government had set a target of halving＊ the country’s annual food loss by fiscal 2030

from the level in fiscal 2000, to 2.73 million metric tons at businesses＊ and 2.16 million metric

tons at households.
②
With the goal for businesses having been met, the government will consider

setting a new reduction target. “We want to continue building on this momentum＊ to further

reduce food waste now that the goal for businesses has been met,” a government official in

charge＊ said.

③
The fiscal 2022 amount of food loss at businesses was down 15.4% year on year. Of the

amount, 1.17 million metric tons were from food manufacturers, 600,000 metric tons from

eating and drinking establishments, and 490,000 metric tons from food retailers＊. Cutbacks＊ in

surplus＊ food production prompted by soaring materials prices reflecting a weaker yen are seen

as having contributed to the decrease, along with improvements in the accuracy＊ of supply and

demand forecasts for food and the end of shorter operating hours related to the COVID-19

pandemic＊ at the dining sector and retailers.

The amount of food loss at households was down 3.3%. Of the total, foods that were

discarded＊ unopened accounted for 1.02 million metric tons and leftovers＊ 1 million metric tons.

The excessive removal of edible＊ portions of food, such as vegetables excessively peeled, made

up 330,000 metric tons.

（出典） The Japan Times, “Japan’s food loss hits a record low in fiscal 2022”, Jun. 21. 2024

https://www.japantimes.co.jp/news/2024/06/21/japan/society/food-loss-japan/
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＊ fiscal 2022 ２０２２年度
＊ preceding 前の
＊ metric tons トン（質量単位、１０００キロ）
＊ record lows 記録的な低さ
＊ Consumer Affairs Agency 消費者庁
＊ Environment Ministry 環境省
＊ Ministry of Agriculture,

Forestry and Fisheries 農林水産省
＊ economic loss 経済損失
＊ trillion １兆
＊ halve 半減する
＊ business 事業所
＊ momentum 勢い
＊ official in charge 担当職員
＊ retailer 小売店
＊ cutback 削減
＊ surplus 余剰
＊ accuracy 正確さ
＊ COVID-19 pandemic コロナウイルス感染症の大流行
＊ discard 捨てる
＊ leftover 食べ残し
＊ edible 食べられる
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資料３

以下の表１、表２は、消費者庁による食品ロス問題の現状に関する調査結果の抜粋である。

表１ 食品ロス問題の認知度

全

体

年 代

１０
代

２０
代

３０
代

４０
代

５０
代

６０
代

７０
代
以
上

対象者数 （人）５，０００ ２６０ ５３２ ６２７ ８２７ ７５８ ７１８ １，２７８
よく知っている （％） ２５．６ ４１．２ ２４．２ １９．６ ２２．６ ２１．４ ２５．９ ３０．３
ある程度知っている （％） ５５．２ ４２．７ ４４．９ ５０．６ ５１．６ ５８．３ ６３．２ ６０．４
あまり知らない （％） １１．６ ８．５ １３．３ １４．８ １５．６ １４．８ ８．６ ７．２
全く知らない （％） ７．５ ７．７ １７．５ １５．０ １０．２ ５．５ ２．２ ２．１

（「あなたは、「食品ロス」が問題となっていることを知っていますか。以下の項目のうち、当てはまるもの
を１つお選びください。」という質問に対しての回答）
（構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも１００％とはならない）

表２ 家庭で余った食品の寄附を実施するために効果的な取組

全

体

年 代

１０
代

２０
代

３０
代

４０
代

５０
代

６０
代

７０
代
以
上

対象者数 （人）５，０００ ２６０ ５３２ ６２７ ８２７ ７５８ ７１８ １，２７８
食中毒等が起こらないように、寄附先が
食品の安全に配慮し、適切な温度管理や
衛生管理をしている （％）

３２．３ ３８．１ ２５．６ ２９．０ ２７．２ ２９．０ ３６．９ ３８．３

余った食品を回収するボックスがスーパー
や自治体施設等に設置されている （％） ２９．２ ２８．５ ２１．４ ２３．８ ２８．８ ３０．１ ３１．５ ３３．９

寄附する食品の安全性について配慮する
ことを前提に、寄附した食品で万が一、
食中毒などの事故が起きても、責任を求
められない （％）

２２．０ ２２．３ ２２．７ １９．０ ２１．５ ２３．７ ２４．０ ２１．４

寄附した食品が誰に、どのように消費さ
れるかを知ることができる （％） １４．３ １８．８ １４．５ １６．４ １４．３ １２．４ １５．３ １３．０

寄附をしたくない （％） ３６．２ ３２．３ ４４．４ ４５．０ ４０．１ ３７．６ ２７．０ ３０．９

（「より多くの方が家庭で余った食品の寄附を実施するためには、あなたはどの取組が効果的だと思います
か。以下の項目のうち、当てはまるものを全てお選びください。」という質問に対する回答）

（出典） 消費者庁「令和５年度第２回消費者意識調査」集計表（クロス集計）より作成
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/research_report/survey_
003/

―１４―

o-nanami
テキストボックス
　著作権保護の観点から、問題文は掲載していません。
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【問題訂正】 

 

○問題用紙 １ページ目 表紙 注意事項の（２）について、以下の下線のとお

り、文言を訂正します。 

 

誤） （２）問題は、全部で３問（問題１から問題３まで）あります。３問す

べてに答えなさい。 

 

正） （２）問題は、全部で４問（問題１から問題４まで）あります。４問す

べてに答えなさい。 
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【問題訂正】 

 

 ○問題用紙 ６ページ 問題３（１）イの記述について、以下の下線のとおり、 

文言を訂正します。 

 

誤）合わせた割合が全体平均よりも高いのは、 

 

正）合わせた割合が全体よりも高いのは、 

 

 




